
（別紙１） 

 

平成２９年度～令和３年度 社会福祉法人ぬくもり福祉会 社会福祉充実計画 

 

１．基本的事項 
 

法人名 社会福祉法人ぬくもり福祉会 法人番号 9180305004595 

法人代表者氏名 理事長 長谷部一夫 

法人の主たる所在地 愛知県安城市赤松町北新屋敷112番地1 

連絡先 TEL(0566)77-5222    FAX(0566)77-8666 

地域住民その他の関

係者への意見聴取年

月日 

未実施 

公認会計士、税理士

等の意見聴取年月日 
令和３年５月２０日 

評議員会の承認年月

日 
令和３年６月２２日 

会計年度別の社会福

祉充実残額の推移 

（単位：千円） 

残額総額 

(平成28年

度末現在) 

１か年度目 

(平成29年

度末現在) 

２か年度目 

(平成30年

度末現在) 

３か年度目 

(令和元年

度末現在) 

４か年度目 

(令和2年度

末現在) 

５か年度目 

(令和3年度

末現在) 

合計 

社会福祉

充実事業

未充当額 

108,410  103,812 94,600 117,480 126,840 103,015  103,015 

 うち社会福祉充実

事業費（単位：千

円） 

 ▲4,598 ▲9,212 ▲46,551 ▲70,495 ▲23,825 ▲154,681  

本計画の対象期間 平成29年７月1日～令和4年3月31日 

 

２．事業計画 

 

実施時期 事業名 事業種別 
既存・新

規の別 
事業概要 

施設整備

の有無 
事業費 

１か年 

度目 

(単位:千円) 

職員育成事業 
社会福祉

事業 
既存 

採用・育成・定着の外部委託も含め

た、法人で一貫した人材育成システ

ムの構築を行う。 

無   546 

新たな 

人材雇用 

社会福祉

事業 
既存 

職員を増員し、利用者の重度高齢化

を見据え、人材育成を図るとともに、

現状の業務軽減を図る。さらに産休・

育児休暇の取得を奨励しつつ女性の

活躍を推進する。 

無 4,052 



小計  4,598 

２か年 

度目 

(単位:千円) 

職員育成事業 

 

社会福祉

事業 
既存 

採用・育成・定着の外部委託も含め

た、法人で一貫した人材育成システ

ムの構築を行う。 

無 1,124 

新たな 

人材雇用 

社会福祉

事業 
既存 

職員を増員し、利用者の重度高齢化

を見据え、人材育成を図るとともに、

現状の業務軽減を図る。さらに産休・

育児休暇の取得を奨励しつつ女性の

活躍を推進する。 

無  21,595 

小計  22,719 

３か年 

度目 

(単位:千円) 

職員育成事業 

 

社会福祉

事業 
既存 

採用・育成・定着の外部委託も含め

た、法人で一貫した人材育成システ

ムの構築を行う。 

無 1,776 

新たな 

人材雇用 

社会福祉

事業 
既存 

職員を増員し、利用者の重度高齢化

を見据え、人材育成を図るとともに、

現状の業務軽減を図る。さらに産休・

育児休暇の取得を奨励しつつ女性の

活躍を推進する。 

無  26,405 

施設改修事業 

 

社会福祉

事業 
新規 

まるくてワークスは利用者の状態変

化により活動する場所が使い勝手が

悪くなってきており、活動室を中心

にリフォームを行う。 

有 18,370 

小計  46,551 

４か年 

度目 

(単位:千円) 

職員育成事業 

 

社会福祉

事業 

 

既存 

 

採用・育成・定着の外部委託も含め

た、法人で一貫した人材育成システ

ムの構築を行う。 

 

無 

 

1,089 

 

施設改修事業 
社会福祉

事業 
新規 

ぬくもりワークスはエレベーターを

備えていないため、利用者の高齢化

により、2階に階段で行くのが困難に

なってきており、エレベーターの設

置により不便を解消する 

有 36,181 

新規事業用地

の確保 

社会福祉

事業 
新規 

新規事業プロジェクトの立ち上げを

行う。そのための準備費用として事

業用地を取得し、令和４年度以降の

新規事業のための場所を確保する。 

有 33,225 

小計 70,495 



５か年 

度目 

(単位:千円) 

職員育成事業 
社会福祉

事業 
既存 

採用・育成・定着の外部委託も含め

た、法人で一貫した人材育成システ

ムの構築を行う。 

無 825 

運動場の整備 
社会福祉

事業 
新規 

新事業用地として確保した場所に利

用者の体力維持のため運動場を整備

する。 

有  23,000 

小計 23,825 

合計(単位:千円) 168,188 

 

３．社会福祉充実残額の使途に関する検討結果 
 

検討順 検討結果 

① 社会福祉事業及び 

  公益事業（小規模事業） 

利用者の重度高齢化を見据え、職員の資質の向上と増員を図る必要がある。それに

伴う仕組みの構築を早急に図ると同時に新規の事業用地を確保し、新規事業の整備

の検討を行う。 

また、既存施設のサービスの質の向上のための改修工事を行う。 

② 地域公益事業 
①の取組を実施する結果、残高は生じるものの、新規事業用財源とするため、実施

しない。 

③ ①及び②以外の公益事業 
➀の取組を実施する結果、残高は生じるものの、新規事業用財源とするため、実施

しない。 

 

４．資金計画 
 

事業名 事業費内訳 １か年度目 ２か年度目 ３か年度目 ４か年度目 ５か年度目 合計 

職員育成事

業 

(単位:千円) 

計画の実施期間に

おける事業費合計 
  546     1,124    1,776   1,089   825    5,360 

財
源
構
成 

社会福祉充実

残額 
    546     1,124    1,776 1,089   825    5,360 

補助金       

借入金       

事業収益       

その他       

 

 

 

 

 

 



事業名 事業費内訳 １か年度目 ２か年度目 ３か年度目 ４か年度目 ５か年度目 合計 

新たな人材

雇用 

(単位:千円) 

計画の実施期間に

おける事業費合計 
   4,052   21,595     26,405    52,052 

財
源
構
成 

社会福祉充実

残額 
   4,052 8,088 26,405   38,545 

補助金       

借入金       

事業収益  13,507    13,507 

その他       

 

事業名 事業費内訳 １か年度目 ２か年度目 ３か年度目 ４か年度目 ５か年度目 合計 

施設改修事

業 

(単位:千円) 

計画の実施期間に

おける事業費合計 
  18,370 36,381     54,751 

財
源
構
成 

社会福祉充実

残額 
  18,370 36,381    54,751 

補助金       

借入金       

事業収益       

その他       

 

事業名 事業費内訳 １か年度目 ２か年度目 ３か年度目 ４か年度目 ５か年度目 合計 

新規事業用

地の確保等 

(単位:千円) 

計画の実施期間に

おける事業費合計 
     33,225 23,000   56,225 

財
源
構
成 

社会福祉充実

残額 
     33,225 23,000 56,225 

補助金       

借入金       

事業収益       

その他       

 本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「資金計画」を作成すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５．事業の詳細 
 

事業名 職員育成事業 

主な対象者 新規採用職員・在籍職員 

想定される対象者数 ５０人 

事業の実施地域  

事業の実施時期 平成29年7月1日～令和4年3月31日 

事業内容 

就職情報会社と契約し、より良い人材の採用活動を円滑に行う。 

採用後の一人ひとりの職員のスキルアップを目指しての研修（eラーニング）、職員

の育成、定着等について専門家(中小企業診断士、社会保険労務士等)に外部委託

し、法人職員全体の底上げを図る。 

事業の実施スケジュール 

1か年度目 
より良い人材の採用活動を実施する。 

リクナビ486千円・就職フェア出店60千円 

2か年度目 

より良い人材の採用活動を実施する。採用から一貫して、専門家によ

り、人材の育成、定着の取組みを実施する。 

リクナビ486千円・就職フェア出店60千円 

社会保険労務士200千円・中小企業診断士216千円 

サポーターズカレッジ（eラーニング）162千円 

3か年度目 

より良い人材の採用活動を実施する。採用から一貫して、専門家によ

り、人材の育成、定着の取組みを実施する。 

リクナビ486千円・就職フェア出店4千円 

社会保険労務士146千円・中小企業診断士978千円 

サポーターズカレッジ（eラーニング）162千円 

4か年度目 

専門家により、人材の育成、定着の取組みを実施する。 

社会保険労務士132千円・中小企業診断士792千円 

サポーターズカレッジ（eラーニング）165千円 

5か年度目 

専門家により、人材の育成、定着の取組みを実施する。 

社会保険労務士132千円・中小企業診断士528千円 

サポーターズカレッジ（eラーニング）165千円 

事業費積算 

（概算） 

就職情報会社契約 1,582 千円 

外部の専門家の報酬 3,124 千円 

研修費（eラーニング）654 千円 

合計 5,360 千円（うち社会福祉充実残額充当額 5,360 千円） 

地域協議会等の意見と 

その反映状況 
 

 



事業名 新たな人材雇用 

主な対象者 新規採用職員・在籍職員 

想定される対象者数 ５０人 

事業の実施地域  

事業の実施時期 平成29年7月1日～令和2年3月31日 

事業内容 

利用者の重度高齢化を見据えた、余裕を持った人材育成を行うとともに、現状の一

人ひとりの業務軽減を図り、有給休暇の取得率の増加、超過勤務時間の短縮を見込

む予定で職員を５年間で7名程度増員採用進めてきた。 

しかしながら、新規利用者の増加が見込めず、減少が続いているため本事業は3カ

年で終了する。 

事業の実施スケジュール 

1か年度目 
年度途中で3名を採用する．(新卒以外) 4,052千円➀ 

 

2か年度目 
29年度に3名退職する。△16,909千円② 

30年度に6名採用する   38,504千円-②=21,595千円③ 

3か年度目 
30年度に3名退職する。△11,987千円④ 

元年度に2名採用する。55,301千円-②-④=26,405千円⑤ 

  

  

事業費積算 

（概算） 

３年分の純増５名分人の賃金・法定福利費等を見込み、定期昇給も見込む。 

➀+③+⑤=52,052千円(29～30年度末退職者給与を除く純増分) 

合計 52,052千円（うち社会福祉充実残額充当額38,545千円） 

地域協議会等の意見と 

その反映状況 

 

 

 

※  本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「事業の詳細」を作成するこ

と。 

 

 

 

 

 



事業名 施設改修 

主な対象者 利用者 

想定される対象者数 １２０人 

事業の実施地域  

事業の実施時期 令和元年10月1日～令和3年3月31日 

事業内容 

① まるくてワークスは利用者の状態変化により活動する場所が使い勝手が悪く

なってきており、活動室を中心にリフォームを行う。 

② ぬくもりワークスはエレベーターを備えていないため、高齢になった利用者が

2階に階段で行くのが困難になってきており、エレベーターの設置により不便

を解消する。 

事業の実施スケジュール 

1か年度目  

2か年度目  

3か年度目 ① まるくてワークス活動室改修工事 

4か年度目 ② ぬくもりワークスエレベーター設置工事 

5か年度目  

事業費積算 

（概算） 

① まるくてワークス活動室改修工事 18,370 千円 

② ぬくもりワークスエレベーター設置工事 36,381 千円 

合計 54,751 千円（うち社会福祉充実残額充当額 54,751 千円） 

地域協議会等の意見と 

その反映状況 

 

 

 

※  本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「事業の詳細」を作成するこ

と。 

 

 

 

 

 



事業名 事業用地の取得及び新規事業の立ち上げ 

主な対象者 利用者 

想定される対象者数 １８０人 

事業の実施地域  

事業の実施時期 令和元年10月1日～令和4年3月31日 

事業内容 

事業用地を取得し、令和４年度以降の新規事業のための場所を確保する。 

新規事業は、①継続性②安定性③効率性④先駆性⑤開拓性を計画策定の原則とし、

優先順位をつけて順次着手していく。 

今後実施していきたい事業は次のとおり（日中サービス支援型グループホーム、就

労継続Ｂ型事業など） 

事業の実施スケジュール 

1か年度目  

2か年度目  

3か年度目 事業用地選定 

4か年度目 用地取得 1,560㎡ 

5か年度目 運動場整備 

事業費積算 

（概算） 

① 事業用地取得 33,225 千円 

② 運動場整備 23,000 千円 

合計 56,225 千円（うち社会福祉充実残額充当額 56,225 千円） 

地域協議会等の意見と 

その反映状況 

 

 

 

※  本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「事業の詳細」を作成するこ

と。 

 

 

 

 

 



６．社会福祉充実残額の全額を活用しない又は計画の実施期間が５か年度を超える理由 
 
 

 中長期事業計画において、日中サービス支援型グループホーム、就労継続Ｂ型事業所等新たな事業の整備を予定

している。そのための財源として確保しておく必要があるため。 

 

 

 

 

 

 


